
株式会社Ｘ社
企業向けの研修教材や、大学受験、資格試験
の学習教材などを制作・販売している会社。
Ａ君やＢ子さんなどが働いている。

Ａ君（25歳）
Ｘ社の営業課の社員。入社して３年が経ち、仕事
にも慣れてきた。本人はまじめに仕事をしている
つもりだが、ついうっかりコンプラ違反をしてし
まうことが多い。

Ｂ子さん（28歳）
Ｘ社の営業課で事務を担当している社員。
たまに営業もこなす。
まじめだが内気なところがあり、セクハラなどの
被害に遭いやすい。

Ｃ課長（45歳）
Ｘ社の営業課の課長。課の成績を上げるため
に、多少行き過ぎたこともやってしまう。また、
ハラスメントへの意識が薄く、部下には指導と
称して、さまざまなハラスメントをしている。

B 子さんA君 D君C課長 A

B 子さんA君 D君C課長 A

B 子さんA君 D君C課長 A

第 ２ 編 登 場 人 物 紹 介
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※  なお、本書の記載については、わかりやすさの観点から、法律上の正確
な表記とは異なる場合もあります。より正確な表記については、該当す
る法律を参照してください。

B 子さんA君 D君C課長 A

B 子さんA君 D君C課長 A

博士（？歳）
Ｘ社の法務部のベテラン嘱託社員。
コンプライアンスに詳しく、アドバイス
等をしてくれる。

Ｄ君（20歳）
Ｘ社の営業課でアルバイトとして働いているいま
どきの若者。
仕事への意識が薄く、ちょこちょこ仕事をさぼっ
たりする。

第２編では、オフィスや対お客さま、対取引先、プライベー
トの各場面で、みなさんがうっかり違反してしまう可能性
のあるコンプラの違反行為について、事例をもとに解説を
していきます。

第
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　第１章では、オフィスにおけるコンプライアンスについてみてい

きたいと思います。

　社会人として、社会の一般的なルールは当然守らなければなりま

せんが、オフィス（会社内）においては、上司や同僚、部下などの

基本的な人間関係があるため、会社独自のルールや上司・部下との

関係から、命令は何でも聞かなければならないような雰囲気になっ

ているオフィスもあるのではないでしょうか。役職や所属部署、与

えられた職務というのは、会社が利益を上げていくための役割分担

ですから、仕事に関係のないことについてまで強制されると、強制

された従業員の士気にも影響します。また、業務も非効率となり、

ミスやトラブルにつながりかねません。

　そのほか、意識をせずに行っている行為があるかもしれません。

オフィスで起こりやすいコンプライアンス違反を事例形式で確認

し、自分や周りの人を振り返ってみてください。

　オフィスにおけるコンプライアンスについては、非常に幅広い内

容になっていますが、難しいことはありません。読んでいただけれ

ば「これはよくないことだよね」とすぐに理解できるでしょう。

❶　コンプライアンスを守ることの意義
❷　ビジネスで必要な私法上の原則
❸　情報に関するコンプライアンス
❹　刑事上の責任に関するコンプライアンス
❺　労務に関するコンプライアンス
❻　知的財産に関するコンプライアンス
❼　その他オフィスにおけるコンプライアンス

オフィスにおけるコンプライアンス
第１章第１章
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　最初に、以下のような事例を考えてみましょう。

　Ｂ子さんは、駅からＸ社までの歩道において、早番のＤ君が歩き
ながらスマートフォン（スマホ）を操作している姿を見ました。
　Ｂ子さんは、Ｄ君に対して、歩きスマホをやめるよう注意しまし
たが、Ｄ君は「歩きスマホは法律で禁止されていないでしょ」と答え、
悪びれる様子はなく、会社に向かって歩き去って行きました。

　Ｂ子さんの注意に対して、Ｄ君は、「歩きスマホは法律で禁止さ

れていない」と答えています。企業やその従業員は、法律を守って

いるだけでよいのでしょうか。

⑴　コンプライアンスとは⑴　コンプライアンスとは

　コンプライアンス（compliance）とは従来、「法令遵守」と訳さ

れてきました。しかし、現在では法令のみならず、企業の行動憲章

や諸規定、社会のルールや習慣、マナーといった社会規範をも含め

て遵守することを意味すると考えられています。そのため、法令違

反だけではなく、社会のルールに違反する行為であってもコンプラ

イアンス違反と捉えられます。

　社会全体がコンプライアンスを重視するようになったことに伴

い、以前であれば表面化しなかった企業内の不祥事であっても、従

業員や取引先からの内部告発やＳＮＳによる発信を通して、表面化

するようになりました。そのため、企業で働く従業員もそうした時

代の変化を認識し、コンプライアンスに真剣に取り組むことが求め

られています。

　日本では、Ｄ君が言うとおり、歩きスマホを禁止する法律は制定

コンプライアンスを守ることの意義1
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されていません。現在のところ、歩きスマホにより人を死傷させた

場合は、刑法やその他の法律が適用されることになります（なお、

2020 年 7 月に、神奈川県大和市で、歩きスマホを禁止する条例が

施行されました）。また、民事上の責任も負うことになるでしょう。

⑵　コンプライアンスを守ることの意義⑵　コンプライアンスを守ることの意義

　歩きスマホについて規制する法律はありませんので、Ｄ君の行為

を強制的に止めることはできないようにも思えます。しかし、事故

を起こしてしまうと、相手がケガをしたり、場合によっては死んで

しまったりすることがあります。そういった事故を起こさないため

に、法律がなくても社会のルール、習慣、あるいはマナーなどを守

る、ということがコンプライアンスの基本的な意義なのではないで

しょうか。

　法律で禁止されているからやらない、禁止されていないからやっ

てもいい、というのではなく、法律で禁止されていなくても、それ

をしたり発言した結果、事故が起きたり、他人が不快な思いをした

りするかもしれません。社会人として、自分だけではなく、周りの

人たちにも配慮して行動するべきでしょう。

　とはいえ、コンプライアンスの内容は非常に幅広く、どこからと

りかかればよいかわからないかもしれません。まずは自分の身の周

りの職場や私生活における場面でどのようなことが問題となるの

か、について、最低限のルールである法律を学んでみてください。
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⑴　法律を守ること、契約を守ること⑴　法律を守ること、契約を守ること

　法律で禁止されていることを守らなくてはならない、ということ

は、すぐに納得できると思います。

　一方、契約は、ある人が申込をして、それを相手が承諾すれば（お

互いが合意をすれば）成立します。しかし、学生が友達とする、破っ

ても「ごめん！」で済むような約束とは違い、ビジネスにおいて契

約を守らないと相手に金銭的な損害が生じるなど、社会が混乱する

可能性があります。

　そこで、一度契約をしてしまった場合に、その契約が簡単に破ら

れないよう、法律で一定の制限や決まりを設けているのです。

⑵　契約のキホン⑵　契約のキホン

①　契約を締結できるのは誰か（契約の主体）

　契約を締結できるのは誰でしょう。人と人とは当然にできます 

（未成年者の場合、原則として両親の同意を要しますが）。では、会

社と人、会社と会社はどうでしょうか。これも、当然にできます。

　契約によって法律上の権利・義務の主体となるのは、個々の人（自

然人）や、会社等（法人）となります。会社は人が動かしますので、

会社の意思は、会社の代表者が表明することになります。その他、

会社から契約を結ぶ権限を与えられた従業員が、お客さまと契約を

結んで、企業活動を行っていくこともあります。

　なお、いくら契約でも、殺人を依頼する契約や愛人契約のような

コンプライアンスに違反するような契約は無効となります。

ビジネスで必要な私法上の原則2
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●契約を締結できる人
⃝�自然人（個々の人）：その人がほしいものを買う、売る、といっ

た契約をすることができます。

⃝�法人（会社など）：会社が必要なものを買う、売る、といっ

た契約を、法人の代表者や代理権限を有する従業員などが締

結することによって契約の効果（権利や義務の発生）が会社

に及びます。

②　契約を結ぶとどうなるか
　契約の内容によりますが、売買契約の場合、一方が物を提供して、

もう一方がその対価としてお金等を支払う、という具合に、物の引

渡を求める権利とお金を支払う義務（裏を返せばお金の支払を求め

る権利と物を提供する義務）、つまり、権利と義務が発生します。

たとえば、Ａさんがお店（Ｙ社）から物を買うと、以下のような

権利と義務がそれぞれ発生します。

物を買ったＡさん 　　　　　　　 物を売ったＹ社

⃝物の引渡を求める権利　 　⃝物を渡す義務

⃝お金を支払う義務　　    　⃝お金の支払を求める権利

③　契約が守られない場合はどうなるのか
　契約をした双方が義務を果たすと、契約は終了します。しかし、

どちらかが義務を果たさない場合は、㋐債務の履行の強制を裁判所

に請求する（民法 414 条）、㋑損害賠償を請求する（民法 415 条）、

㋒契約を解除する（民法 540 条〜）、といった方法などが認められ

ます。契約をした人が死んだ場合は、原則として相続人がその権利・

義務を引き継ぎます。
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　なお、これは民法の一般原則です。ビジネスにおいては、たとえ

ばお店とお客さまとの間の契約は消費者契約法などで、取引先との

間の契約は下請法などで、別途規定が設けられています（後ほど事

例で確認していきます）。

⑶　他人に迷惑をかけてしまったら⑶　他人に迷惑をかけてしまったら

　契約とは違った話になりますが、一般社会においては、わざと、

またはうっかりして、他人に迷惑をかけてしまうことがあります。

こういった場合、被害者を法的に救済する制度があります。コンプ

ライアンス違反で他人に迷惑をかけた場合に問題となることがあ

り、本書でもよく出てくる考え方ですので、頭に入れておいてくだ

さい。

①　不法行為（民法 709 条）

　加害者の行為によって被害者に損害が出た場合、被害者は加害者

に損害賠償を請求することができます。損害には、ケガなどの身体

的な損害のほか、お金などの財産的な損害や精神的な損害（いわゆ

る慰謝料）なども含まれます。いずれにしても加害者の行為によっ

て被害者が不利益を被った場合、加害者は被害者から不法行為によっ

て損害賠償責任を問われかねない、ということです。以降、本書で

出てくる「民事上の責任」とは、このことを指すことが多いです。

②　使用者責任（民法 715 条）

　不法行為責任は、通常、加害者に対して損害賠償請求ができるも

のです。しかし、たとえばＸ社のＡさんが、営業中に社用車を運転

していてＧさんにケガをさせた場合はどう考えるべきでしょうか。

　ケガをさせたのはＡさんですが、Ｘ社の業務中に行ったものです。

このような場合、Ｘ社はＡさんのような従業員を雇って利益を上げ
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ていることなどを踏まえ、Ｇさんを保護するためにＸ社にも責任を

負わせるべきだとするのが、使用者責任です。

③　不当利得（民法 703 条〜）

　たまに、拾ったり、間違えて預金口座に振り込みがあったりと、

何もせずにお金が入り込んでくることがあります。このような場合、

自分のものにしてしまう人も少なからずいるでしょう。しかし、一

方で損をした人もいるわけです。損をした人を救済するのが、不当

利得の制度です。法律上、何の権利もなく利益を得てしまった場合、

損をしてしまった人にその利益を返さなければなりません。

⑷　まとめ⑷　まとめ

　まとめると、法律で直接やってはダメと規定されていることは守

らなければなりません。また、契約は、自由に相手を選んで、ある

程度自由な内容の契約を結ぶことができますが、契約を結んだ以上

は、それを守らなければなりません。

　また、会社に入ったら、会社が決めた規則や、会社との間で結ん

だ契約を守らなければなりません（事例 09 参照）。このように、

社会人になったら、法律、契約、会社の規則などをきっちり守らな

ければなりません。

　そして、他人に迷惑をかけてしまったら、きちんと謝り、損害が

発生していたら賠償をしなければなりません。

　最初は窮屈に感じるかもしれませんが、お互いがこれらのルール

を守れば、安心してビジネスをすることができます。交通ルールは、

みんなが守るから、青信号で安心して道路をわたっていけるのです。

　みなさんも、本書を学習して、ビジネスパーソンとして活躍して

ください。
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　職場においては、さまざまな情報があふれています。会社内部の

規則や従業員の個人情報、扱っている商品・製品の情報、お客さま

の情報など……。これらの情報は、外部に出してはならない情報と、

販売につなげるため積極的に出す情報などに分類することができま

す。

　ここでは、外部に出してはならない情報の種類や、その規制につ

いて、みていきたいと思います。

　職場における情報を守るための規制は、大きく分けると、①守秘

義務、②個人情報の保護、③営業秘密の保護、の３つとなります。

　守秘義務は、仕事を通じて知った秘密を漏らしてはいけない、と

いう義務をいいます。個人情報の保護は、会社で個人情報を取得・

利用する際には、個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）

で定められた適切な方法で行わなければならない、というものです。

そして、営業秘密の保護は、企業の守るべき機密情報を漏らしたり、

不正に得て悪用したりすると、不正競争防止法により、民事上・刑

事上の責任を負う、ということです。

　それでは、次の各事例より、それぞれの内容について、詳しくみ

ていきましょう。

3   情報に関するコンプライアンス 
事例 01事例 01「お客さまの情報はいい宣伝になります」（守秘義務）

事例 02事例 02「顧客情報の取扱いは慎重に！」（個人情報保護）

事例 03事例 03「新商品の情報が他社に知られてしまった」（営業秘密）

情報に関するコンプライアンス3

第
１
章

第
１
章 

オ
フ
ィ
ス
に
お
け
る
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

第
２
編

37



 01	守秘義務とは

♳♳ Ａ君の行為は適切か Ａ君の行為は適切か

　守秘義務とは、一定の職業や職務を行う人などに課される、職務

上知った秘密を正当な理由なく漏らしてはいけないという義務のこ

とをいいます。弁護士などの一定の職業を除いて、法律などで直接

規制されるものではありませんが、従業員の場合は会社と守秘義務

契約などを結んでいることが多いと思います。

　事例でＡ君は、Ｐさんに「Ｑさんのお子さんは、これでＯＫ大学

に合格したそうですよ」と言っています。つまり、Ｑさんに教材を

売ったときに知った「お子さんがＯＫ大学に受かった」というお客

さまの情報をＰさんに話してしまっています。

　このとき、Ｑさんからの了解や、正当な理由があれば許されます。

守秘義務守秘義務

01
お客さまの情報は
いい宣伝になります

Ａ君はセールスの際、 説得力のある合格実績の話
をしておるが、Ｑさんにとってはたまったもんじゃないぞ。

　Ｘ社のＡ君は、新商品のセールスのためにＰさんのお宅を訪ねています。
　「今度の新商品の大学受験講座セットはとても評判がいいんですよ。Ｐ
さんのご近所のＱさんのお子さんも、当社の教材でＯＫ大学に合格したそ
うですよ！」
　それを聞いたＰさんは、教材を購入することにしました。
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正当な理由とは、たとえば法律の規定で許される場合（裁判での証

言など）があてはまります。

22 守秘義務の範囲 守秘義務の範囲

　守秘義務は、職務上知った秘密は守るべき、ということですので、

個人のお客さまの情報のみならず、法人のお客さまの情報も、これ

に該当することになります。

♵♵ 守秘義務を破るとどうなるか 守秘義務を破るとどうなるか

　通常、従業員と会社との間で守秘義務契約を結んでいることが多

いと思います。なぜかというと、お客さまの情報を勝手にほかの人

に話すことは、不法行為が成立する可能性があることや、企業秘密

が外部に漏れることを防止するためといった理由が考えられるから

です。そうすると、話した本人だけではなく使用者責任のある会社

が損害賠償を請求されたり、「あそこの会社はお客の情報を漏らす」

といううわさが立って、お客さまに相手にされなくなったりするお

それがあります。

　したがって、会社としてはそのようなことがないよう、守秘義務

違反をした場合には、懲戒処分をしたり、会社が損害賠償請求をさ

れて損害を受けた分を、守秘義務を破った従業員にも一部請求した

これで
合格
セット

ペラ
ペラ

OK大学

39
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りすることなどを契約に盛り込み、防止をするわけです。

　Ａ君は、会社との守秘義務契約違反で会社から懲戒処分を受けた

り、Ｑさんから直接、不法行為による損害賠償請求を受けたり、会

社が損害賠償請求された場合にその損害を会社から請求されるうえ

に、会社の評判は下がってしまう、という事態に陥りかねません。

	02	守るべき情報とはどのようなものか

　さて、守るべき情報とは、どのようなものでしょうか。

　確かに、Ｘ社の教材で、実在しているＱさんの子どもがＯＫ大学

に合格した、という話は教材の宣伝をするうえで説得力が増します。

しかし、Ｑさんにとっては、子どもがどこそこの大学に受かった、

という話はうわさの種にしかならず、不快に思うこともあるでしょ

う。ですから、「当社の教材で、ＯＫ大学に受かった人が（●人）

います」と、実名を出さずに真実の情報を伝えれば、誰も傷つきま

せん。

　職務中に知った情報は、個人の情報であれ企業等の情報であれ、

その個人や企業が特定や推測できないようにしなければ、他人に話

すことはできません。

　セールストークを磨き、守秘義務に違反しない方法で売上を上げ

ましょう。
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❶　�ＡさんとＸ社との間で守秘義務契約を結んでいない場合、Ａさん
は顧客情報やＸ社の営業上の秘密などを他人に漏らしたとして
も、法的な責任を負わない。

❷　�Ａさんが職務上知った顧客の情報やＸ社の営業情報を他人に漏ら
すことは、コンプライアンス上問題のある行為である。

❸　�ＡさんがＸ社を辞めた場合、Ａさんは顧客情報やＸ社の営業上の
秘密などを他人に漏らしたとしても、法的な責任を負うことはな
い。

　ＡさんとＸ社との間で守秘義務契約を結んでいない場合であっても、守
秘義務に違反するとともに、顧客情報を漏らすことは個人情報保護法に違
反する可能性があり、Ｘ社の営業上の秘密を他人に漏らすことも、不正競
争防止法に違反する可能性があります。よって、❶ は不適切です。
　Ａさんが職務上知った顧客の情報やＸ社の営業情報を他人に漏らすこと
は、守秘義務に違反し、コンプライアンス上問題のある行為となります。守
秘義務は、法律の規定に該当するか否かを問わず、職務を行ううえでの義
務といえます。よって、❷ は適切です。
　ＡさんがＸ社を辞めたとしても、営業秘密を漏らせば不正競争防止法に
違反し、顧客情報については、就業規則や退職時の特約などにより法的な
責任を負うことになります。よって、❸ は不適切です。� 正解　❷

〔 問 〕　�Ａさんの勤めるＸ社の顧客やＸ社の秘密保持について、適切な
ものは次のうちどれですか。

確 認 問 題確 認 問 題
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　事業者が扱うお客さまの個人情報は、「個人情報の保護に関する

法律」（個人情報保護法）によって、取扱いが定められています。

 01	 個人情報保護法とはどのような法律か

　ＩＴ社会の進展に伴い、個人のプライバシーが容易に不特定多数

の人に拡散し得る状況が危惧され、その結果、個人情報を取り扱う

事業者の義務を定めた個人情報保護法が制定されました。多くの事

業者はこの法律を守らなければなりません。どのような法律なのか、

みていきましょう。

　まず、個人情報保護法にいう「個人情報」とは、生存する個人に

02
顧客情報の取扱いは慎重に！

Ｃ課長はお客さまの個人情報に対する意識が低
いのう。個人情報保護法に違反しておるようじゃ。

個人情報保護個人情報保護

　Ｃ課長は、商品である教材の購入を検討しているＲさんに、Ｒさんの家
の近くのレストランまで車で向かって教材の説明をしたところ、教材を購
入してくれることになりました。しかし、個人情報に関する同意書を忘れ
てしまったため、とりあえず契約書に住所・氏名・電話番号・子どもの名
前・志望校などを書いてもらい、後日、同意書に署名と押印をしてもらう
ことにしました。
　また、帰り際、車に戻ると車の鍵をかけ忘れていたことに気づきました。
車内には「個人顧客リスト」（氏名、住所、会員番号などが記載された一覧）
の入ったカバンが、そのまま置いてありました。
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関する情報であって、氏名や生年月日などにより特定の個人を識別

することができるものをいいます。たとえば、生年月日、性別、住

所や電話番号、年齢、勤務先名、写真そのほかの情報から、これは

Ａ君の情報、これはＣ課長の情報、というように、その情報によっ

て誰であるか識別することができる情報をいいます。

　そして、それらの個人情報を、パソコンなどで検索しやすいよう

体系的に整理したものを「個人情報データベース等」といいます。

　この、個人情報データベース等を事業の用に供している事業者を

「個人情報取扱事業者」と呼び、個人情報保護法が適用されます。

つまり、事業のために集めた顧客等の個人情報を、パソコンのデー

タや帳簿などにまとめて検索しやすいようにしている企業や個人事

業主には、個人情報保護法が適用されることになります。

 02	 個人情報保護法の規制

　個人情報取扱事業者（以下、「事業者」という）には、どのよう

な義務が課されているのか、説明していきましょう。

♳♳ 情報の入手時の義務 情報の入手時の義務

　最初は、情報を入手する際の事業者の義務です。入手の際は、適

正に取得することと、入手する個人情報の利用目的をできる限り特

大
丈
夫

か
な
ぁ
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定する義務があります。そして、その利用目的はあらかじめ公表し

ておくか、情報の取得後、速やかにお客さま本人に通知または公表

しなければなりません。契約書などに書かれた個人情報を入手する

場合は、あらかじめ本人に利用目的を明示しなくてはなりません。

　つまり、事例でいえば、申込の際に利用目的（教材の送付のため、

など）を文書などで伝え、Ｒさんの同意を得て申込書を書いてもら

う必要があります。しかしＣ課長は個人情報に関する同意書を忘れ、

Ｒさんの個人情報のみを得ており、利用目的を明示していない点で、

個人情報保護法に違反することになります。

　なお、「できる限り特定する」とは、事業者が個人情報をどのよ

うな目的で利用するかについて、顧客本人が一般的かつ合理的に想

定できる程度とされています。

22 情報の保管・管理における義務 情報の保管・管理における義務

　次に、情報を得た後の保管・管理について、事業者の義務につい

てみてみましょう。

① 利用目的の制限（16 条）

　事業者は、お客さまに伝えた利用目的以外の目的で、個人情報を

利用してはいけません。「教材発送のため」に住所を聞いたのに、

新商品案内のＤＭを送りつけたりしてはいけないということです。

② 安全管理措置（20 条）

　事業者は、個人データの漏えいなどの防止等、安全管理のために

必要かつ適切な措置をとらなければなりません。具体的には、個人

情報の取扱いに関する規程の策定や、従業者の教育、情報の取扱区

域の管理などです。

③ 従業者・委託先の監督（21 条、22 条）

　事業者は、社員などの従業員が個人情報保護法を守るよう、従業

員の監督をする必要があります。たとえば、就業規則にその旨を定

めて守らせる、などです。さらには、個人情報データのとりまとめ
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を、データ処理会社に委託して行う場合には、契約にその旨を盛り

込むなど、委託先の監督も必要です。

④ 第三者提供の制限（23 条）

　事業者は、本人の同意や法律の規定がないのに、入手したお客さ

まの個人情報を第三者に渡してはなりません。第三者とは、情報を

得た事業者以外の人や法人ですが、前述のようなデータ処理の委託

先であるデータ処理会社などは第三者に当たりません。

　事業者には、前述のような義務が課されていますが、当然、そこ

で働いている従業員にもこれらを守る義務があります。そのため、

守秘義務契約や就業規則などで、従業員に対して個人情報などが漏

れないように規定しているでしょう。

　事例のＣ課長のように、顧客データを車内に放置したうえ、鍵を

かけ忘れた行為は、安全管理措置義務違反などを問われかねない行

為です。

	03	 情報が漏えいしてしまったら

　事業者が個人情報を漏えいした場合、個人情報保護委員会から是

正勧告、是正命令がなされます。この是正命令に違反した場合、違

反した従業員は、懲役や罰金刑に処せられます。

　また、事業者は、①内部における報告・被害の拡大防止、②事実

調査、原因究明、③影響範囲の特定、④再発防止策の検討・実施、

⑤影響を受ける可能性のある本人への連絡、⑥事実関係、再発防止

策等の公表を行うことが望ましいとされています（個人情報保護委

員会「個人データの漏えい等の事案が発生した場合等の対応につい

て」）。

　さらに、被害者から、不法行為や使用者責任にもとづく損害賠償
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を請求される可能性があります。

　事業者としては、個人情報が漏れないように情報管理を徹底し、

情報を扱う従業員を教育するほか、情報処理などを他社に委託する

際はその管理監督を行うといった予防措置をとり、それでも情報が

漏れた場合は、前述のような対応を積極的に行い、信頼回復に努め

るべきです。

	04	まとめ

　個人情報を入手する際は、利用目的をできる限り特定して、本人

の了解を得ますが、通常は事業者ごとに書式があり、それをお客さ

まに読んでもらい、同意を得ることになります。

　最後に、入手した個人情報の保管・管理方法としては、以下のよ

うなものが考えられます。

・紙の顧客リスト等は、鍵のかかる棚で保管する。

・�紙の顧客リスト等を持ち出す際は、上司の承認を得るルールとす

る。

・顧客リストのデータ等には、パスワードを設定する。

・�顧客リストのデータが入っているパソコンにはウイルス対策ソフ

トを入れる。

・専門の情報処理会社で、会社の全データを管理してもらう。

　また、一定の保存期間を超えて不要になった個人情報は早期に破

棄するといった対応をすれば、リスクはさらに減ることになります。
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❶　�顧客Ｂさんの病歴などの、いわゆる要配慮個人情報を取得したの
で、数日後にＢさんに連絡をして、病歴などの情報を得たことに
ついて同意を得た。

❷　�顧客Ｃさんほか多数の個人情報のデータを処理するため、Ｃさん
らの同意を得ずに、委託先のデータ処理会社であるＹ社に個人情
報のデータを渡した。

❸　�顧客Ｄさんに販売した商品の管理を目的としてＤさんの住所など
の個人情報を保管していたが、Ａさんは新商品のセールスのため
にＤさんの住所あてにＤＭを送った。

　「要配慮個人情報」とは、不当な差別、偏見その他の不利益が生じないよ
うに取扱いに配慮を要する情報をいいます。要配慮個人情報には、人種、
信条、社会的身分、病歴、犯罪歴、身体・知的・精神障害などがあること、
健康診断の結果等が該当します。要配慮個人情報を取得する場合は、利用
目的の特定、通知または公表に加え、あらかじめ本人の同意が必要です。
取得後ではいけません。よって、❶ は不適切です。
　入手した個人情報を第三者に提供する場合は、本人の同意を必要としま
すが、情報処理や管理を委託するデータ処理会社などは第三者にあたらな
いため、本人の同意を得る必要はありません。よって、❷ は適切です。
　個人情報を入手する際、その利用目的を明示しますが、利用目的と違う
用途で個人情報を勝手に利用することはできません。よって、❸ は不適切
です。� 正解　❷

〔 問 〕　�Ｘ社が顧客の個人情報を取り扱う際の、担当者Ａさんの行動と 
して、適切なものは次のうちどれですか。

確 認 問 題確 認 問 題
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	2-1コンプライアンス_p30-47

